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特集　低コストな鉄道をめざして

　薬液を動的に割裂注入することで，地盤内に脈状の改良体を作製して周辺地盤を
密実化させる脈状注入による脈状地盤改良工法を開発し，実用化しました。本工法
では，汎用の小型施工機械を用い，従来よりも大幅に低い10％程度の改良率（従来
工法の1/3程度）で行えるため，コスト削減，工期短縮，地表面変位や騒音，振動
の抑制などが可能です。ここでは，本工法の概要を説明するとともに，実用化に向
けた施工試験による効果事例について紹介します。
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☞ 地盤の液状化
　地盤は土粒子と空隙（主に水）で構成されており，土粒子同士のかみ合わせや摩
擦力で地盤上の構造物などを支えています。地盤が地震時に揺すられると，水の圧
力（間隙水圧）が増加して，かみ合わせや摩擦力が減少し，構造物などを支える力
を失ってしまいます。このような現象を液状化と言い，過去の大規模地震の際に大
きな被害を生じています。

☞ 密実化工法
　液状化は，かみ合わせや摩擦力の小さい密度の低い（土粒子の比率が低く，空隙
が多い）砂質地盤で発生します。密実化工法は，密度を増加させる（空隙を減らし
て，土粒子の比率を高める）ことでかみ合わせや摩擦力を増やし，液状化に対する
抵抗を向上させる工法です。

地震の発生も危惧されおり，液状化に

対する早急な対策が望まれています。

　これまでに実用化されている液状化

対策工法は数多く存在しますが，多用

される工法としては地盤とセメントな

どと攪拌することで地盤を完全に固め

てしまう固結工法，コンクリート壁や

鋼製の矢板などで地盤を取り囲むせん

断変形抑制工法，地盤内の空隙を減ら

して地盤の密度を増加させる密実化工

法（☞参照）に分類することができま

す。このうち，固結工法，せん断変形

抑制工法は液状化の発生を完全に防止

することを期待しているため，対策効

果は高くなりますが，コストが増大す

ることや，大型機械を必要とするなど

はじめに
　構造物を支持する地盤が液状化（☞

参照）に至った場合，地盤が急激に強

度および剛性を失い，構造物に被害を

およぼす可能性があります。とくに土

構造物を支持する地盤が液状化に至っ

た場合は崩壊や大きな変形が残留する

など，杭
くい

基礎などで支持された橋りょ

うや高架橋などと比較して致命的な被

害を引き起こす可能性があるため留意

が必要です。また，都市部や河川部，

沿岸部では液状化地盤が幅広く分布し

ており，対象となる区間が長い区間に

わたるため，経済的に有利な対策工法

が求められます。さらに近年，首都直

下地震や南海トラフ地震などの大規模
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の問題があります。密実化工法とし

ては締固め砂杭
ぐい

工法（サンドコンパク

ションパイル工法，SCP工法）があげ

られ，過去の大規模地震において有効

性が確認されていますが，大型機械を

必要とすること，騒音や振動が発生す

ること，斜め施工が不可能なため既設

構造物直下への適用が難しいなどの課

題がありました。一方で，同じ密実化

工法として，図1に示すようにモルタ

ル注入材を地盤に静的に圧入して周辺

地盤の密度を増加させる静的圧入締固

め工法（コンパクショングラウチング

工法，CPG工法）1）が開発されていま

す。この工法では，液状化の完全な抑

制は期待せず，液状化の程度を低減さ

せることを目的としており，改良率

を10％程度と低く設定できます。ま

た，比較的小型の施工機械を使用でき

ること，斜め施工が可能で既設構造物

直下にも適用可能であるなどの利点も

あり，近年適用が増えています2）。し

かしながら，図1に示すように密実化

効果が球根状の改良体周辺に限定され

ること3），局所的に注入材を圧入する

ため地表面の過大な変形や不陸を生じ

ること4）などの問題があり，鉄道施設

への適用は困難でした。

　そこで，鉄道施設直下への施工を念

頭に置いた地盤の密実化による液状化

対策工法として脈状地盤改良工法を開

発しました5）6）。本工法では，図2に

示すように薬液を割裂注入することよ

り脈状の改良体を作製し，改良脈周辺

地盤を密実化させることで液状化の程

度を低減させます。このような脈状改

良体をさまざまな方向に作製すること

で，低改良率であっても平均的かつ効

率的に液状化地盤の改良が可能となり，

きわめて低コストで改良できること，

施工期間が短縮できること，地表面変

位が抑制できること，地下水流動阻害

が低いなどの特徴があります。

脈状改良体の作製
　脈状地盤改良工法は，高炉スラグ（コ

ンクリート骨材の代わりとなる鉄鋼

のスラグ）に水ガラスを加えた薬液を，

地盤を押し広げながら注入（割裂注入）

させることで改良脈の周辺地盤を密実

化させます。このような薬液を一定の

注入速度で割裂注入すると，図3（a）

に示すように最初に発生した改良脈に

集中的に注入される傾向があり，割裂

脈を広範囲に作製することができませ

ん。この場合，その改良脈の近傍しか

密実化されず，注入効果はその周辺に

限定されてしまいます。そこで，注入

速度を周期的に変化させて薬液を地盤

に送液する動的注入工法を採用します。

注入速度の振幅や周期，注入薬液が固

化する時間（ゲルタイム）などを適切

に設定することで，図3（b）に示すよ

うに各周期の間に新脈形成→固化→新

図1　CPG工法の概要 図2　脈状地盤改良工法のイメージ図

図3　動的注入による脈の作製イメージ

図4　ステップアップ方式注入
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☞ 過剰間隙水圧比
　地盤は土粒子と水で構成されていま
すが，地震時に地盤が揺すられること
で水圧（過剰間隙水圧）が増加します。
この過剰間隙水圧と地震前の地盤中に
作用している自重（拘束圧σ’v）の比
を過剰間隙水圧と呼び，1.0 以上（水
圧が自重を上回る）になると液状化に
至ったと判断します。

脈形成→固化というプロセスを繰り返

し，割裂脈を多方向に形成させ，地盤

を効率的に密実化させることができま

す。また，速度一定注入では改良脈が

大きくなり，対象範囲外に到達してし

まう可能性もありますが，動的注入を

行うことで，到達距離もある程度制御

することが可能です。

脈状改良体の注入試験
　脈状地盤改良工法の開発にあたり，一

般的に緩い砂質土を主体とした液状化

地盤を対象とした薬液注入試験を実施

し，改良脈の作製について検討しました。

　本工法の施工順序を図4に示します。

まず，図5に示すような小型の施工機

械に取り付けた二重管ストレーナー

を用いて地盤に注入孔を掘削します

（図4（a））。この二重管ストレーナー

には2系統の注入管があり，それぞれ

の管から主材と反応材を送り込み，先

端部で混合して割裂注入させ，5～10

秒後に薬液が固化するようにしていま

す。図4（b）～（c）に示すように，下

端から250mmピッチで上方へ上げて

いく，ステップアップ方式の注入方法

を採用します。注入試験後の改良体

の掘り起こし状況を図6に示しますが，

長さ0.5～1 .2m程度の改良脈が多方

向に作製できているのがわかります。

薬液のゲルタイムや動的注入の諸元を

適切に設定することで，液状化地盤中

にこのような脈状の改良体を多方向に

作製できることを確認しました。

液状化対策効果
　液状化地盤中へ脈状の改良体を割裂

注入させることによる液状化対策効果

を確認するため，図7に示すような小

型模型を用いた振動台実験を実施しま

した。実験では未改良の緩い液状化地

盤（ケース1）と注入率10％の脈状改

良地盤（ケース2）を実施し，挙動を比

較しました。

　実験で計測された地盤中の過剰間隙

水圧比（☞参照）および地表面沈下量

の時刻歴を，入力加速度の時刻歴と

共に図8に示します。過剰間隙水圧比

が1.0を超えると液状化が発生します

が，未改良地盤では1.0を超えて液状

化が発生しているのに対して，脈状改

良地盤では液状化が発生していないこ

図5　注入試験の状況 図6　改良体の掘り起こし状況

図7　注入孔位置とセンサー配置図

図8　1回目加振時の過剰間隙水圧比および
地表面沈下量の比較の時刻歴
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☞ 液状化判定（FL，PL）
　地盤の液状化強度と地震時に地盤に
作用するせん断応力の比 FL（液状化
抵抗率）を求めて，FL<1.0 で液状化
の発生の可能性があると判断します。
また，液状化の範囲，程度，深さ方向
の分布から総合的に判断して PL（液
状化指数）を求めます。PL ≧ 5 の場
合，液状化による構造物への影響が大
きく，液状化を考慮した耐震設計が必
要となります。

とがわかります（図8（a））。また，地

表面沈下量も大きく低減できています

（図8（b））。このように，脈状地盤改

良工法を適用することで，低注入率で

あっても適切に液状化対策が可能なこ

とを確認しました。

施工試験
　既設鉄道施設直下の対策を行う場合，

軌道変状などの厳しい制約条件下での

施工が必要になります。そこで，図9

に示すような箇所において，鉄道盛土

直下への適用を想定した試験施工を実

施し，施工性を確認しました。

　本試験では，地表面変位量をリア

ルタイムで計測し，地表面変位量が

20mm以下に収まるように，薬液の注

入量を調整しながら施工を実施しまし

た。その結果，計画した注入率10％

に対して，実際の施工では注入率8.2％

を実現しました。

　改良前後で，地盤の堅さを示すNd

値を計測した結果を図10に示します。

図10では，Nd値の増加が確認できま

す。この値を用いて，鉄道構造物等設

計標準 耐震設計7）にしたがって，ス

ペクトルII地震動に対する液状化判定

（☞参照）を実施した結果を表1に示し

ます。液状化判定では，液状化抵抗

率FLを求め，1.0を下回ると液状化に

至る可能性がある地層と判定されます。

このFLを用いて全層の液状化の程度

を評価する値が液状化指数PLで，5を

超えると液状化が構造物に及ぼす影響

が大きく，液状化に対する設計が必要

と判断されます。表1からわかるよう

に，改良前にPLが9.7の地盤が改良後

に2.3まで低減されています。各層で

のFLは1を下回っていることから完

全に液状化を抑制するものではないも

のの，構造物に対する液状化の影響を

無視できるレベルまで液状化の程度を

抑制できました。

　このような鉄道施設直下の厳しい制

約条件下においても，鉄道施設に変状

を与えることなく，適切に液状化対策

が可能です。

検討深度
（m） Nd 値 FL PL

改良前
4.9 - 5.9 14.1 0.604

9.75.9 - 6.9 15.7 0.604
6.9 - 7.6 14.9 0.542

改良後
4.9 - 5.9 16.6 0.917

2.35.9 - 6.9 21.4 0.958
6.9 - 7.6 23.9 0.792図9　注入孔および品質確認地点

図10　改良前後のNd値

表1　液状化判定結果
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まとめ
　従来工法の1/3程度の薬液の注入量

で経済的かつ効率的に液状化対策が可

能な脈状地盤改良工法について紹介し

ました。本工法は，すでに営業線盛土

直下の液状化対策工法として実適用さ

れています。今後，さまざまな方面で

採用していただけるよう，開発を継続

していきたいと考えています。

　本技術開発の一部は「国土交通省 交

通運輸技術開発推進制度」により実施

しました。


